
安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

25 新規 安全で美味しい島根 21,614 ○県産品の安全性の確保を図り、市場競争力を 14,000 ○事業費精査 農林水産部

[農畜産振興課]☆ の農林水産物・認証 高めつつ、農家の生産意欲・技術の向上を図

事業 るため、安全性と品質に関する一定の基準を

満たした県産品を認証する制度を創設

①審査委員会を設置し認証申請産品を審査

②消費者モニターを設置して認証産品の評価

等を行うことにより、認証産品の商品性向

上を推進

③認証制度のPRと認証産品の販売を促進

④残留農薬分析の実施により県産品及び認証

制度の信頼性の向上を推進

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

26 防災情報システム整 245,403 ○防災情報通信施設・設備が常時正常に稼働す 245,079 ○事業費精査 総務部

[消防防災課]備事業 る状態を確保し、迅速かつ正確な情報連絡体

制の確立と防災関係機関における防災情報の

共有化を図り、災害の未然防止や拡大防止に

役立てる

①防災システム整備事業

・県デジタル総合通信システム整備

県防災行政無線移動系システムについて、

２６０ＭＨz帯デジタル方式へ移行

Ｈ２１ 基本設計

Ｈ２３ 実施設計

Ｈ２４～Ｈ２５ 整備

②総合防災情報システム管理運営

③防災情報ネットワークシステム管理運営

④震度情報ネットワークシステム管理運営

⑤防災行政無線通信施設管理運営

⑥ヘリコプターテレビ伝送システム管理運営
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安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

27 新型インフルエンザ 806,899 ○新型インフルエンザの発生および大流行に備 369,425 ○事業費精査 健康福祉部

[薬事衛生課]対策事業 え、健康被害を最小限にとどめ、社会経済を

破綻に至らせないために各種対策を実施 商工労働部

[商工政策課]①抗インフルエンザ薬備蓄事業

・抗インフルエンザ薬の追加備蓄 警察本部

②医療提供体制整備事業

・発熱外来設備整備事業

新型インフルエンザ発生時に設置する発熱

外来に必要な医療設備等を整備

・入院医療機関設備整備事業

入院医療を行う医療機関が整備する簡易ベ

ッド、感染防止用個人防護服に対し補助

・プレパンデミックワクチン接種事業

医療従事者等に対しプレパンデミックワク

チン（注）を接種

③普及啓発事業

・県民向け公開講座の開催等

④治安対策体制整備事業

・防疫措置支援体制整備費

・検視体制整備費

⑤企業における事業継続計画（ＢＣＰ）策定

推進事業

・県内企業を対象とした新型インフルエンザ

対策ＢＣＰの学習会開催など

（注）プレパンデミックワクチン…これまでに

鳥からヒトへ感染した事例から分離され

たウイルスをもとに開発したワクチン。

新型インフルエンザが発生したときには

ウイルスが変化していることが考えられ

るため、効果があるかどうかは不明。し

かしながら、新型インフルエンザ用のワ

クチンは新型インフルエンザが発生して

からでないと製造できず、その製造には

時間がかかるため、その間基礎免疫をつ

けるために使用するのがプレパンデミッ

クワクチンである。
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安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

28 原子力安全対策事業 777,620 ○安全協定に基づき発電所周辺住民の安全を確 777,620 ○要求どおり 総務部

[消防防災課]保するため、環境放射線監視や発電所の運転

状況の把握等を行うとともに、原子力安全対

策、原子力発電に関する普及啓発などを行う

①安全協定による安全確認・連絡調整

②環境放射線測定調査

発電所周辺の環境放射線等の常時監視

Ｈ２１ 環境放射線情報システム更新

③安全対策協議会の開催

④原子力専門研修

⑤原子力安全対策広報

29 建築物等地震対策促 9,768 ○大規模地震から県民の生命と財産を守るため 9,768 ○要求どおり 土木部

[建築住宅課]進事業 島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、各

種事業を実施

①法令周知・啓発事務

・コンクール及び地域学習会の開催

②技術者養成事務

・設計施工技術講習会の開催

③木造住宅耐震改修等事業

・市町村が耐震性の低い木造住宅の改修等に

要する費用を補助する場合に費用の一部を

補助

・H21年度モデル事業として、木造住宅耐震

診断に要する経費の一部を補助

（ふるさと島根基金を活用）

30 駐在所等整備事業 521,464 ○県民のもっとも身近にあって、事件事故の対 521,464 ○要求どおり 警察本部

応に当たる駐在所等の整備に要する経費

①交番用地取得３箇所

②駐在所庁舎建設１０箇所

駐在所用地取得９箇所

31 身近な犯罪等対策事 47,486 ○日本一治安の良い地域社会の実現のため、県 47,486 ○要求どおり 警察本部

業 民の自主防犯活動と交番機能等の強化に要す

る経費

①日本一安全安心まちづくり推進事業

不審者情報等を発信する「みこぴー安全メ

ール」や声かけ事案発生場所等を地図上で

示す「みこぴー安全マップ」の運用等

②交番相談員配置経費

交番のパトロール活動強化と空き交番解消

のための交番相談員配置経費
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